
第２５回 由利本荘市行政改革推進委員会 

 

日時 令和元年７月２９日（月） 

午前１０時００分～    

場所 本庁舎 第８会議室    

 

 

１．開会 

 

２．委嘱状交付 

 

３．あいさつ 

 

４．委員および事務局紹介 

 

５．案件 

  （１）行政改革推進委員会について … 資料№１ 

 

 

  （２）委員長及び副委員長の選任について  

 

 

  （３）第３次行政改革大綱実施計画の進捗状況について … 資料№２  

 

 

  （４）指定管理者制度導入更新施設について … 資料№３ 

 

 

  （５）第４次行政改革大綱実施計画の策定について … 資料№４ 

 

 

６．その他 

 

 

７．閉会 

 

 

 



 

由利本荘市行政改革推進委員会委員名簿 

 

 

 

 ○委員名簿               任期：令和 3年 3月 31日まで 

氏  名 所 属・役職等 

佐 藤 茂 良 秋田しんせい農業協同組合 代表理事専務 

齋 藤 み き 秋田しんせい農業協同組合 女性部副部長 

髙 橋 徳 之 由利本荘市商工会 青年部部長 

阿 部 里 美 由利本荘市商工会 女性部部長 

高 橋   稔 秋田県教職員組合本荘由利支部 書記長 

長 根 サカエ 由利本荘市婦人団体連絡協議会 常任委員 

工 藤 啓 太 公益社団法人由利本荘青年会議所 理事長 

 

 

 

 

 ○事務局 

氏  名 職  名 

小 川 裕 之 総務部 部長 

髙 橋 重 保 総務部 次長兼行政改革推進課 課長 

田 中 順 子  総務部行政改革推進課 参事兼課長補佐兼班長 

工 藤 慎 悟  総務部行政改革推進課行政改革班 主任 

 



由利本荘市行政改革推進委員会条例

平成１７年１２月２２日

条例第３０４号

（設置）

第１条 市の行政改革の推進に資するため、由利本荘市行政改革推進委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 委員会は、市が行う行政改革に関する大綱の策定及び推進に対して意見を述べ、

必要な助言を行うものとする。

（組織）

第３条 委員会の委員は、市政について優れた識見を有する者の中から、市長が委嘱する。

２ 委員の任期は、２年以内とする。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第５条 委員会の会議は、必要に応じて市長が招集し、委員会の会議の議長は、委員長が

努める。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、由利本荘市総務部において処理する。

（その他）

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成２２年３月２６日条例第５号）

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

資料№１



　　　

 

部会・ワーキンググループ等

※部　 　 会 ： 各部局長を部会長として、各部所管の取り組み課題について個別調査、研究を実施し、取り組みを推進する。
　 専門部会 ： 複数の部会に係る取り組み課題に対処するため、部会を横断して個別調査、研究を実施し、取り組みを推進する。

建設部長、まるごと営業部長、教育次長、ガス水道局長、消防長、総合支所長

　　 ◎ 行政改革大綱 ・ 実施計画に関する調整会議
　　 ◎ 行政改革推進本部の会議に付すべき事案の協議など

　　委 員 長 :
　　副委員長 :

総務部長
企画調整部長
市民生活部長、健康福祉部長、農林水産部長、商工観光部長、　　委　　　員 :

　事務局 ： 行政改革推進課長 （主管課長） 、
　　　　　　　 総務課長 、財政課長、
　　　　　　　 総合政策課長

（民間委員）
 ◎ 行政改革推進への意見 ・ 助言

※任期２年　　　委員７名

由利本荘市行政改革推進本部
長谷部市長　　本 部 長 :
阿部副市長、九嶋副市長　　副本部長 :

由利本荘市行政改革推進検討委員会

契約検査課
危機管理課
行政改革推進課

収納課

教育長、企業管理者、総務部長、企画調整部長、市民生活部長、　　本 部 員 :
健康福祉部長、農林水産部長、商工観光部長、建設部長、
まるごと営業部長、教育次長、ガス水道局長、消防長、総合支所長

総務部会

課長会議

総務課
財政課
秘書課
管財課

　　 ◎ 行政改革推進に係る最高決定機関

第３次行政改革大綱の目指す方向性
　昨今の地方自治体には、少子化・高齢化・人口減少の進展などの社会経済情勢
への対応が求められており、本市においても、時代ニーズに合った行財政運営の
変革が必要となっています。
　第３次行政改革大綱では、『由利本荘市総合計画（新創造ビジョン）』を実現する
ための施策展開が重要な鍵となっており、市民生活の安定と福祉の増進や今後の
社会経済情勢の変革に、柔軟かつ弾力的に対応できる行財政の基盤づくりを進め
るため、事務事業の必要性や効果等を十分に検証し、市が真に担うべき事業の選
択や、実施方法の見直し・改善、新たな手法の導入など効率的な行政運営の推進
と、限られた財源の有効活用などの行政改革に取り組むものとします。

取り組みの重点事項
　１．開かれた市政の推進
　２．行政運営の効率化
　３．健全な財政運営の維持・強化

実施期間
　平成２７年度から平成３１年度（令和元年度）までの５年間

農林水産部会

農業振興課管理課

財政課、農業振興課、観光振興課、行政改革推進課第三セクター見直し調整会議

スポーツ課
生涯学習課

商工振興課

令和元年度　由利本荘市行政改革推進本部組織図 

広報課

農山漁村振興課 市民窓口センター 情報管理課
地域振興課

課長会議

市民課 総合政策課

課長会議

健康管理課
観光振興課

課長会議課長会議

水道課
営業課

課長会議

福祉支援課

課長会議 課長会議

ガス水道局部会 商工観光部会

各総合支所産業課

企画調整部会

課長会議

健康福祉部会建設部会

生活環境課

建設管理課

市民生活部会

移住まるごとサポート課

まるごと売り込み課
建築住宅課 子育て支援課

各総合支所市民サービス課

長寿支援課

各総合支所市民サービス課

教育総務課

教育委員会部会

上下水道課
各総合支所建設課

各教育学習課

学校教育課 都市計画課

各総合支所産業課各水道事務所 CATVセンター
清掃事業所

地域包括支援センター文化課

由利本荘市行政改革推進委員会

債権管理ワーキンググループ
総務課、財政課、管財課、情報管理課、ＣＡＴＶセンター、市民課、収納課、生活環境課、福祉支援課、子育て支
援課、長寿支援課、農業振興課、観光振興課、建築住宅課、上下水道課、学校教育課、営業課

ガス課

各総合支所市民サービス課

各総合支所市民サービス課

税務課

コンビニ収納等ワーキンググループ
総務課、財政課、税務課、収納課、情報管理課、CATVセンター、市民課、子育て支援課、長寿支援課、建築住
宅課、上下水道課、会計課、行政改革推進課

指

示

検
討
・報
告

指

示

検
討
・報
告

意見 ・ 助言



完了 目標達成 協議中 未実施 その他

①市民の声を市政に反映させるための活動推進および体制強化 2 2
②市民との協働・連携の推進 2 2
③市民参画による政策評価の推進 1 1

(2)情報提供の充実 ①各メディアを活用した情報提供の推進 3 3
8 0 8 0 0 0

①事務事業の効率化の推進 8 3 3 2
②市総合計画「新創造ビジョン」の進行管理 1 1
①職員研修の充実 2 2
②人事評価制度の推進 1 1
③専門職員の確保と人材育成の推進 1 1
④職員の地域貢献促進 1 1
①組織機構の見直し 4 1 3
②定員管理および職員給与等の適正化 2 21

①公共施設等総合管理計画の策定 1 1
②公の施設の用途および運営主体等の見直し 74 32 27 12 3

(5)電子自治体の推進 ①情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した行政サービスの拡充 2 1 1
(6)防災体制の強化 ①地域防災力の強化 3 3

①学校統廃合による教育環境の適正化 3 3
②学校給食業務の統合等 1 1

104 41 46 14 0 3

①財政指標の向上・改善 3 1 2
②特別会計の適正管理 4 3 1
③第三セクター経営健全化 5 5
④公の施設の長寿命化施策の推進 1 1
⑤新地方会計制度の導入 1 1
①税収等の確保および収納率の向上 2 2
②多様な収納方法の導入による収納率の向上 2 2
③多様な収入の確保 1 1
①経常的経費の縮減 2 2

②補助金等の見直し 1 1

③一般会計からの繰出金削減 1 1
23 4 15 4 0 0
135 45 69 18 0 3

第３次行政改革大綱実施計画進捗状況一覧　【平成３０年度実績】

(1)事務事業の見直し

(2)職員の意識改革と能力向上

(3)職員の適正な定員管理と組織
　 体制の整備

重　　点　　項　　目

(4)公の施設等の適正管理

(7)教育環境の適正化

(1)健全財政の維持

小　　　　計

合　　　　計

(1)市民参加による市政の推進

取組
件数

平成３０年度実績

２．行政運営の効率化

１．開かれた市政の推進

備考

小　　　　計
３．健全な財政運営の維持・強化

完了：33.4％　、目標達成：51.1％　、協議中（目標未達成含む）：13.3％　、未実施：0.0％　、その他(取り下げ）：2.2％

(2)歳入の確保

(3)歳出の抑制

小　　　　計



No. 項目 小項目 取組内容 進捗状況

9 2.1.1 事務事業の整理合理化の推進 事務事業の見直し 目標達成

11 2.1.1 事務事業の民間委託の検討・推進 市有バス運転業務の民間委託 目標達成

18 2.2.1 職員研修の充実と業務への反映 内部研修・派遣研修の実施 目標達成

20 2.2.2
人材育成・人事管理のための人事評価
制度の推進

人事評価の実施 目標達成

21 2.2.3
専門性を有する職員の確保及び人材育
成の推進

専門職員採用及び研修 目標達成

22 2.2.4 地域活動への参加促進 民間研修・人材育成研修の実施 目標達成

23 2.3.1 組織の合理化・効率化 本庁業務の検証、組織体制の見直し 目標達成

24 2.3.1 組織の合理化・効率化 支所業務の検証、組織体制の見直し 目標達成

25 2.3.1 組織の合理化・効率化 出張所業務の検証、組織体制の見直し 目標達成

27 2.3.2 適正な定員管理の推進 再任用職員の活用 目標達成

28 2.3.2 職員給与の適正化 昇格・昇級基準の見直し 目標達成

136 3.3.1 適正な人事管理による総人件費の抑制 適正な人事管理・人件費の抑制 目標達成

116 3.1.1 実質公債費比率、将来負担比率の低減 実質公債費比率・将来負担比率の低減 目標達成

117 3.1.1 経常収支比率の改善 経常収支比率の改善 目標未達成

118 3.1.1 財政調整基金、減債基金の適正管理 財政調整基金・減債基金の適正管理 目標未達成

119 3.1.2 一般会計からの繰入金の削減 繰入金のルール化・削減目標の作成 協議検討中

129 3.1.5 公会計制度の導入 公会計制度の導入 完了

135 3.3.1 事務事業における経常経費の縮減 経常経費の縮減 目標達成

137 3.3.2 補助金等の検証と見直しの実施 補助金等の内部検証・外部検証の実施 目標達成

138 3.3.3 繰出基準の明確化と繰出金の削減 繰出金のルール化・削減目標の作成 協議検討中

1 1.1.1
「市民とのふれあいトーク」、地域座
談会等による広聴活動の推進

ふれあいトーク・地域座談会の開催 目標達成

2 1.1.1
「市長への手紙」等による広聴活動の
推進

市長への手紙・広聴活動の推進 目標達成

134 3.2.3
市有財産（普通財産）の処分・活用の
推進

分譲宅地の販売促進・市有財産の売
却

目標達成

109 2.6.1 自主防災組織との連携強化 合同研修会・自主的防災訓練 目標達成

110 2.6.1 同報系防災行政無線の運用強化 無線設備整備・効率的運用 目標達成

管財課

危機管理課

第３次由利本荘市行政改革大綱実施計画　進捗状況一覧表【平成３０年度実績】

平成３１年４月１日現在

総務部

総務課

財政課

秘書課

2 



No. 項目 小項目 取組内容 進捗状況

5 1.1.3 行政評価制度の実施 庁内行政評価・外部評価の実施 目標達成

29 2.4.1 公共施設等総合管理計画の策定 公共施設維持管理計画の策定 完了

128 3.1.4 公共施設等の長寿命化計画の策定 長寿命化計画の策定 完了

120 3.1.2 国民健康保険税に係る収納率の向上
滞納整理の実施・口座振替等の推
進・納税思想の啓発

目標達成

130 3.2.1 市税に係る収納率の向上
滞納整理の実施・口座振替等の推
進・納税思想の啓発

目標達成

17 2.1.2 実践型の計画による進行管理の強化 総合計画の進行管理 目標達成

6 1.2.1 行政情報のオープン化の推進 オープンデータの公開 目標達成

10 2.1.1 電子決裁の導入 電子決裁の導入 完了

19 2.2.1 職員研修の充実と業務への反映 情報化研修の実施 目標達成

107 2.5.1
マイナンバー制度の導入による行政
サービスの推進

マイナンバー導入・システムの改修 完了

108 2.5.1 基幹系業務システムの更新 基幹系業務システムの更新 目標達成

3 1.1.2 多様な主体との連携強化と活動の推進 まちづくり協議会の開催と情報交換 目標達成

4 1.1.2
地域コミュニティ機能の維持・活性化
とサポートの強化

事例学習会、ビジョン策定・実践支
援。地域コミュニティ窓口による相
談・支援

目標達成

94～
101

2.4.2 施設使用料の見直し

東由利集会施設
(大蔵館･八塩館･高瀬館･玉米会館･袖
山館･住吉館･克雪管理センター･老方
コミュニティセンター)

目標達成

7 1.2.1 広報資源の集約による効率的な情報発信 情報素材の共有と広報･ＨＰ充実 目標達成

8 1.2.1 広報資源の集約による効率的な情報発信 情報素材の共有。CATV自主放送充実 目標達成

139 2.4.2 方向性を検討する施設
CATVセンターの管理運営形態の方向
性の検討

目標達成

121 3.1.2
ケーブルテレビ使用料の収納率向上と
加入促進

滞納対策の周知と訪問徴収・加入促
進による収益拡大

目標達成

30 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 猿田埋立処分場廃止 目標達成

38 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 矢島鳥海清掃センターの転用 完了

85～
88

2.4.2 方向性を検討する施設
市内斎場
(水林･矢島･由利･東由利)

協議検討中

情報管理課

地域振興課

広報課

ＣＡＴＶセンター

市民生活部

生活環境課

行政改革推進課

収納課

企画調整部

総合政策課

3 



No. 項目 小項目 取組内容 進捗状況

77 2.4.2 民間等への管理業務委託の促進 本荘清掃センター 目標達成

39～
43

2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合
保健センターの転用
(矢島･岩城･大内･西目･鳥海)

協議検討中

45～
52

2.4.2 民間等へ譲渡する施設

亀田保育園・ゆり保育園・岩谷保育
園・下川大内保育園・上川大内保育
園・西目保育園・川内保育園・笹子
保育園

完了

53 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 久保田児童遊園地 協議検討中

65 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 特別養護老人ホーム「東光苑」 完了

66 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設
特別養護老人ホーム「鳥寿苑」
ケアセンター「悠楽館」

完了

31 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 山村広場「栗林スキー場」廃止 計画取り下げ

54 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 屋敷集落担い手センター 協議検討中

55 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 久保田集落担い手センター 完了

56 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 田代集落センター 協議検討中

57 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 二タ子集落センター 完了

58 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 代内生活改善センター 完了

59 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 小羽広生活改善センター 目標達成

67 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 矢島バイオセンター 目標達成

68 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 大内有機センター 目標達成

89 2.4.2 方向性を検討する施設 さつき栽培センター 目標達成

90 2.4.2 方向性を検討する施設 都市農村交流センター（たんぽぽ館） 目標達成

91 2.4.2 方向性を検討する施設 体験農園 目標達成

123 3.1.3
第三セクター見直しに関する指針に基
づく評価の実施

見直しに関する指針に基づく評価 目標達成

125 3.1.3 経営改善計画の点検・評価 改善計画の点検・評価 目標達成

農業振興課

清掃事業所

健康福祉部

健康管理課

子育て支援課

長寿支援課

農林水産部
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No. 項目 小項目 取組内容 進捗状況

60 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 立井地地区部落集会所 目標達成

61 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 川東地区林業研修集会施設 完了

62 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 中帳集会施設 完了

63 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 芦渕集会施設 完了

140 2.4.2 当該町内会と協議のうえ譲渡する施設 鳥海町模渕地区林業研修センター 目標達成

69 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 鳥海高原子供の国 目標達成

70 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設
矢島スポーツ宿泊センター　「グラ
ウンド」

目標達成

71 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 鳥海高原矢島スキー場 目標達成

72 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 南由利原青少年旅行村 目標達成

73 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 八塩いこいの森 目標達成

84 2.4.2 開設期間を縮小する施設 由利本荘市ファミリーランド 完了

102 2.4.2 施設使用料の見直し 八塩いこいの森（パークゴルフ） 完了

124 3.1.3
第三セクター見直しに関する指針に基
づく評価の実施

見直しに関する指針に基づく評価 目標達成

126 3.1.3 経営改善計画の点検・評価 改善計画の点検・評価 目標達成

127 3.1.3 第三セクター間の経営連携強化 支配人会議の開催 目標達成

12 2.1.1 事務事業の民間委託の検討・推進 市道保守委託 協議検討中

13 2.1.1 事務事業の民間委託の検討・推進 除雪委託 協議検討中

131 3.2.1 使用料の収納率向上 収納率の向上・収納課と連携 目標達成

15 2.1.1 下水道事業・集落排水事業の法適化移行 法適化移行 目標達成

16 2.1.1 簡易水道事業の上水道事業への統合 経営計画策定・組織体制の整備 完了

78 2.4.2 民間等への管理業務委託の促進
公共下水道浄化センター
(水林･矢島･道川･前郷･岩谷･西目)

目標達成

122 3.1.2 下水道接続率の向上 下水道接続率の向上 目標達成

112 2.7.1 小学校統廃合の検討・推進 小学校統合 完了

115 2.7.2 学校給食業務の統合等見直し検討 給食センター構想の検討 目標達成

建築住宅課

上下水道課

教育委員会

教育総務課

農山漁村振興課

商工観光部

観光振興課

建設部

建設管理課
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No. 項目 小項目 取組内容 進捗状況

14 2.1.1 事務事業の民間委託の検討・推進 スクールバス運転業務の民間委託 完了

26 2.3.1 組織の合理化・効率化 運営・職員配置の見直し 完了

113 2.7.1 学校統廃合に伴うスクールバス等の確保 スクールバス運行の民間委託 完了

114 2.7.1 市立幼稚園の運営の見直し 市立幼稚園の運営・料金見直し 完了

32 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 本荘生活改善センター廃止 完了

33 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 大琴生涯学習センター廃止 完了

36 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 鳥海学習センター一部廃止 計画取り下げ

37 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 笹子学習センター一部廃止 計画取り下げ

44 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 矢島勤労青少年ホームの転用 完了

64 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 文化交流館「カダーレ」 完了

34 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 直根体育館廃止 完了

74 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 大手門温水プール「遊泳館」 完了

75 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設 芋川桜づつみパークゴルフ場 完了

76 2.4.2 指定管理者制度を導入する施設
新鶴潟公園
（パークゴルフ場）

目標達成

92 2.4.2 方向性を検討する施設 セミナーハウス 完了

93 2.4.2 方向性を検討する施設 大平スキー場 完了

103 2.4.2 施設使用料の見直し 大手門温水プール「遊泳館」 完了

104 2.4.2 施設使用料の見直し
新鶴潟公園
（パークゴルフ場）

完了

105 2.4.2 施設使用料の見直し 東由利健康増進センター 完了

106 2.4.2 施設使用料の見直し
西目カントリーパーク
（多目的広場）

完了

35 2.4.2 施設の廃止・転用・統廃合 ゆりの里郷土資料館廃止 目標達成

132 3.2.2 収納代理金融機関の拡大 収納代理金融機関の指定 完了

133 3.2.2 多様な収納方法の検討および導入 税関系システム 完了

111 2.6.1 消防団員の入団促進 消防団員入団促進 目標達成

スポーツ課

文化課

出納室

会計課

消防本部

学校教育課

生涯学習課

6 



本庁 総合支所

1 鳥海高原子供の国 矢島 観光振興課 産業課 公募 ４年

2 鳥海高原花立グラウンド 矢島 観光振興課 産業課 公募 ４年

3 鳥海高原矢島スキー場 矢島 観光振興課 産業課 公募 ４年

4 鳥海高原矢島交流センター 矢島 観光振興課 産業課 公募 ４年

5 スターハウス 由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

6 南由利原青少年旅行村 由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

7 サイクリングターミナル 由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

8 南由利原森林総合利用施設 由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

9 八塩いこいの森　オートキャンプ場 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

10 八塩いこいの森　活性化施設（センターハウス） 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

11 八塩いこいの森　多目的活性化広場 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

12 八塩いこいの森　交流促進施設 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

13 八塩いこいの森　運動広場 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

14 八塩いこいの森　遊歩道及び散策路 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

15 八塩いこいの森　駐車場 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

16 八塩いこいの森　管理棟 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

17 八塩いこいの森　あづま屋 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

18 八塩いこいの森　野外トイレ 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

19 八塩いこいの森　その他の施設 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

20 青少年交流施設　野鳥の家 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

21 青少年交流施設　山荘八塩 東由利 観光振興課 産業課 公募 ４年

22 大内有機センター 大内 農業振興課 産業課 公募 ４年

23 新鶴潟公園　テニスコート 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

24 新鶴潟公園　パークゴルフ場 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

25 サンスポーツランド岩城野球場 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

26 サンスポーツランド岩城管理棟 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

27 岩城多目的グラウンド（天鷺グラウンド） 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

28 岩城総合体育館 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

29 高城体育館 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

30 スパーク岩城 岩城 スポーツ課 教育学習課 公募 ４年

指定
期間

○

○

○

○

一括

資料№３

令和元年度指定管理者制度 新規導入･更新施設一覧

【令和2年度から新規に導入する施設】

№ 施設名 地域
所管課 選定

手続

1



本庁 総合支所
選定
手続

指定
期間

1 鶴舞温泉 本荘 観光振興課 公募 4

2 本荘公園休憩施設（鶴舞温泉） 本荘 観光振興課 公募 4

3 石脇コミュニティセンター（ぱいんすぱ新山） 本荘 観光振興課 指名 4

4 温泉休養施設ふれあい交流施設（ぱいんすぱ新山） 本荘 観光振興課 指名 4

5 花立クリーンハイツ 矢島 観光振興課 産業課 指名 1

6 展望コテージ 矢島 観光振興課 産業課 指名 1

7 白樺コテージ 矢島 観光振興課 産業課 指名 1

8 草原コテージ 矢島 観光振興課 産業課 指名 1

9 農業者等健康増進施設（花立体育館） 矢島 観光振興課 産業課 指名 1

10 休養宿泊施設「鳥海荘」 鳥海 観光振興課 産業課 公募 4

11 広場等利用施設（五峰苑） 本荘 農業振興課 指名 4

12 伝統文化等保存伝習施設「東光館」（五峰苑） 本荘 農業振興課 指名 4

13 市民農園（五峰苑） 本荘 農業振興課 指名 4

14 駐車場（五峰苑） 本荘 農業振興課 指名 4

15 文化交流館（カダーレ） 本荘 生涯学習課 公募 4

16 本荘公園大手門温水プール遊泳館 本荘 スポーツ課 公募 4

○

一括

○

○

【指定期間満了により令和2年度から更新する施設】

№ 施設名 地域
所管課 前回参照

○

2



資料№４

第４次由利本荘市行政改革大綱 ・実施計画策定スケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

　　大綱素案

　　　実施計画案

【第１回】 【第２回】 【第３回】

　・30進捗状況報告 　・大綱策定状況報告 　・最終案報告
　・第4次大綱計画

【第１回】 【第２回】 【第３回】

　・30進捗状況報告 　・大綱素案調整 　・大綱、計画調整
　・第4次大綱計画 　・実施計画案調整 　・本部への報告の調整協議

【第１回】 【第２回】 【第３回】

　・委員委嘱 　・大綱策定状況報告 　・最終案報告
（民間委員） 　・30進捗状況報告 　・意見、助言

　・第4次大綱計画

事務局
　 素案及び実施項目(取組内容)の検討及び調整 　　公表

　　　　取組内容調査 取組計画作成依頼

　　　　職員提案受付

　　　 各課等へのヒアリング 第4次行革大綱実施計画取組準備

所管課
　　　　取組内容の検討及び調整（ﾋｱﾘﾝｸﾞ含む）

取組計画作成

議　会 大綱案
内容説明

最終案提示 議決

全体
スケジュール

行政改革
推進本部

行政改革推進
検討委員会

行政改革
推進委員会

策

定


